
公共契約における男女共同参画の推進方策の検討について（案）【概要】 

１ 国の主な契約方式（資料ｐ１） 

  ○一般競争契約最低価格落札方式によることが原則。 

○価格と価格以外の要素との総合評価で行う、一般競争契約総合評価落札方式によることも

認められている。なお、会計法の適用を受ける国の機関が総合評価落札方式を実施する場

合は財務大臣協議の範囲内で行わなければならない。 

※国は会計法、地方公共団体は地方自治法に基づいて規定。 

２ 公共工事 (1) 競争参加資格設定における加点の検討 

経営事項審査は、建設業法の規定により、公共工事を請け負うとする

建設業者に義務付けられた経営に関する客観的事項に関する審査であ

る。この経営事項審査の審査結果を点数化した値は、一般的に発注者に

よる競争参加資格の審査において利用され、通常、発注者が独自に審査

する主観的評価事項の点数と合わせた値によって、等級に区分し、格付

けされている。 

ア 経営事項審査（ｐ２） 

○経営事項審査の項目及び基準は、中央建設業審議会の意見を聴いて国

土交通大臣が定める。 

○審査項目：経営規模、経営状況、技術力、その他の審査項目（社会性

等）   

イ 競争参加資格審査（ｐ３） 

 ○経営事項評価点数（一般的に経営事項審査の総合評定値を利用）＋発

注者別評価点数（公共工事発注機関毎に定める） 

＝総合点数（企業の格付け） 

 ○発注者別評価点の区分（地方公共団体の場合） 

  ・工事内容に関係のある項目  ・社会性を評価する項目 

(2) 総合評価落札方式の評価項目による加点の検討（ｐ４） 

○「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（H17.4.1 施行）により、

公共工事の品質を確保するため、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な

要素をも考慮し、価格と品質が総合的に優れた内容の契約を行うことと

されており、総合評価落札方式の採用を原則としている。 

３ 公共工事以外 

（物品の購入等） 

(1) 競争参加資格設定における加点の検討（ｐ６） 

○法令により、発注者が経営の規模及び状況を要件とする競争参加資格を

定めることとされている。 

○国の場合の資格設定は、平成 13 年度から全省庁統一資格となっている。

(2) 総合評価落札方式の評価項目による加点の検討（ｐ７） 

 【国の場合：調査事業、広報事業、研究開発事業(H18 財務省と協議済)】 

○男女共同参画やワーク・ライフ・バランスに関連する事業を行う場合に

おいては、「知見、専門性等の有無」等の評価項目の中で設定可能とな

っている。 

４ 公共契約における特別措置の検討（ｐ８） 

 ○現在、法制化（継続審査中のものも含む）されている対象は、①優先的に受注の機会を確保

する対象として明確に定義できる「中小企業者」、「障害者就労施設」、②優先的に選択する対

象として客観的に数値基準も含めて定義できる「環境物品」、「温室効果ガス」である。 

  （官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律等） 

 

資料 ２
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    H23.10.28 現在 
公共契約における男女共同参画の推進方策の検討について（案） 

 

○ 目的：男女共同参画社会の実現に向けて、政策・方針決定過程への女性の参画は極めて重要であるにもかかわらず、「2020 年 30％」の目標（※）までに残された時間は少ない。 

       この政策的な課題を達成するため、公共契約を通じた雇用分野の女性の参画拡大の更なる推進方策を検討 

 

 

１ 国における主な契約方式   

 国の契約は一般競争契約の最低価格落札方式によることが原則であるが、民間事業者等の持つ優れた技術力や創意工夫等を活かしながら、低価格高品質の調達を実現するための手法として、総合評価落札方式によるこ

とも認められている。なお、会計法の適用を受ける国の機関が総合評価落札方式を実施する場合は、財務大臣協議の範囲内で行わなければならない（会計法第 29 条の６第２項、予算決算及び会計令第 91 条第２項）。 

契約方式 内 容 

一般競争契約（最低価格落札方式） 

【原則】（会計法第 29 条の３第１項） 

国が入札に関する公告を行い、競争に参加した事業者等のうち、予定価格の制限の範囲内で最低の価格

をもって申込みをした者が落札者となる契約方式 

一般競争契約（総合評価落札方式） 

（会計法第 29 条の６第２項） 

国が入札に関する公告を行い、競争に参加した事業者等のうち、価格と価格以外の要素との総合評価で

最も優れた者が落札者となる契約方式 

指名競争契約 

（会計法第 29 条の３第３項） 

国が指名する特定数の者で競争入札を行い、国にとって最も有利な条件により申込みをした者を選定す

る契約方式 

随意契約 

（会計法第 29 条の３第４項） 

契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することができない場合等にお

いて、競争を実施せず、随意に契約を行う契約方式 

※ 現在、国において総合評価落札方式の適用対象事業の主なものは、①公共工事、②調査事業、広報事業、研究開発事業、③情報システム、 

自動車の調達等の事業である。 

※ 地方公共団体についても、地方自治法の規定により、一般競争入札を原則としつつ、一定の場合には指名競争入札、随意契約による契約を締結することが認められている。 

 

２ 公共工事                                              

（１） 競争参加資格設定における加点の検討   

○ 公共工事（公共工事の調査及び設計も含む）の競争入札に参加しようとする者は、国や地方公共団体など公共工事の発注者による、競争参加資格の審査を受けなければならない。 

公共工事の発注機関は、公共工事の入札に参加しようとする建設業者について、客観的事項（各発注機関で共通した項目）と主観的事項（各発注者の状況に応じた審査項目）の審査結果を点数化し、順位付けや格付けを 

行う。このうち、客観的事項の審査が「経営事項審査」といわれ、経営規模、経営状況、技術力等、企業の総合力を客観的な基準によって審査するもの。 

 

○ 競争参加資格審査の流れ 

 

   

 

 

 

 

 

                                

 
建 
設 
業 
者 

経営事項審査 
（許可行政庁に申請） 

総合評点（Ｐ） 

資格審査申請 
（公共工事の発注者） 

競争参加資格審査 

 
             
客観的事項の審査 
（経営事項評価点数） 

主観的事項の審査 
（発注者別評価点数）

総合点数を算出し、点数に応じて等級別登録（格付け）を行い、

有資格者名簿を作成 

利

用 
（決算期毎に申請） 

（例えば２年に１回の申請） 

（※）「社会のあらゆる分野において、2020 年までに、指導的地位に女性が占める割合が、

少なくとも 30％程度になるよう期待する。」という目標（平成 15 年 6 月 20 日男女共同

参画推進本部決定） 

【参考：関係条文】 

○会計法第 29 条の６ 

２ 国の所有に属する財産と国以外の者の所有する財産との交換に関す

る契約その他その性質又は目的から前項の規定により難い契約について

は、同項の規定にかかわらず、政令の定めるところにより、価格及びそ

の他の条件が国にとつて最も有利なもの（同項ただし書の場合にあつて

は、次に有利なもの）をもつて申込みをした者を契約の相手方とするこ

とができる。 

○予算決算及び会計令第 91 条 

２ 契約担当官等は、会計法第 29 条の６第２項の規定により、その性質

又は目的から同条第１項の規定により難い契約で前項に規定するもの以

外のものについては、各省各庁の長が財務大臣に協議して定めるところ

により、価格その他の条件が国にとつて最も有利なものをもつて申込み

をした者を落札者とすることができる。 
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ア 経営事項審査について 

 

○ 経営事項審査とは、建設業法に基づき、公共工事を発注者から直接請け負おうとする建設業者が必ず受けなければならない審査である。各発注機関で共通した事項について、建設業の許可行政庁が統一的に一定基準によ

り審査を行う。経常事項審査の項目及び基準は、中央建設業審議会の意見を聴いて国土交通大臣が定める。 

この審査は以下のとおり、国土交通大臣又は各都道府県知事が行う「経営規模等」の評価（X，Z，W）と国土交通大臣の登録を受けた各登録経営状況分析機関が行う「経営状況(Y)」分析とを併せて総合評定値（P）を算

出する。 

項目区分 ｳｴｲﾄ 審査項目 

経営規模 X1 工事種類別年間平均完成工事高の評点 0.25 工事種類別年間平均完成工事高 

X2 自己資本額及び利益額の評点 0.15 自己資本額、利払前税引前償却前利益 

経営状況 Ｙ 経営状況の評点 0.20 純支払利息利益、負債回転期間、売上高経常利益率、総資本売上総利益率、自己資本対固定資産比率、自己資本比率、営業キャッシュフ

ローの額、利益剰余金の額 

技術力 Ｚ 技術力の評点 0.25 工事種類別技術職員数、工事種類別元請完成工事高 

その他の審査項目

（社会性等） 

Ｗ その他の審査項目（社会性等）の評点 0.15 労働福祉の状況、建設業の営業継続の状況、防災活動への貢献の状況（H18 追加）、法令遵守の状況、建設業の経理に関する状況、研究開

発の状況（H20 追加）、建設機械の保有状況、国際標準化機構が定めた規格（ISO9001（品質管理）、ISO14001（環境管理））に関する登録

の状況（H23 追加） 

総合評定値 Ｐ  １ 0.25X1＋0.15X2＋0.2Y＋0.25Z＋0.15W 

 

【参考：「その他の審査項目」の追加についての考え方（中央建設業審議会資料より）】 

（H19.9.21 資料）企業の社会的な責任（CSR）に対する関心が高まる中、建設業においても社会的責任を適切に果たしている企業を高く評価することが必要である。このため、社会的責任の果たし方によって差がつくよ

うな評価体系とする。 

 （H22.6.24 資料）（審査項目の更なる充実に対する）多様な要望があるが、評価項目の有用性、客観性等を踏まえながら検討を行うことが必要ではないか。また、その他の審査項目点のウエイトが過大とならないように 

全体のウエイトバランスを考慮する必要がある。 

（H22.7.26 資料）経営事項審査の審査基準の改正について  ３ 今後の検討課題 

③「その他の審査項目」の各発注者ごとの弾力的な利用：経営事項審査と発注者別評価点の役割分担を含めて、その他の審査項目の評価のあり方について課題を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後の検討方向（案） 

経営事項審査項目では、その他の審査項目の中で企業の社会性等を評価する仕組みがあるが、 

・全体のウエイトバランスを考慮し、その他の審査項目点のウエイトが過大とならないように留意する必要があること、 

  ・また、例えば今年度から評価項目として追加された、国際標準化機構が定めた規格 ISO9001（品質管理）や ISO14001（環境管理）については、過去に多くの都道府県等で発注者別評価点として評価されており、

経営事項審査の評価対象に追加することにより、受発注者双方の事務の重複・負担の軽減を図るという観点から追加されている。 

  →男女共同参画やワーク・ライフ・バランス（以下「男女共同参画等」という。）の推進を図るための項目については、まずは地方公共団体等において発注者別評価における取組を進めることが必要。 
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イ 競争参加資格審査について 

 

共 通 地方公共団体の状況 国の状況 今後の検討方向（案） 

【資格設定の方法】 

①経営事項評価点数（経営力）＋②発注者別評価点数

（技術力）＝総合点数（企業の格付） 

 

①経営事項評価点数 

・公共工事を受注しようとする建設業者を共通の基準

により評価（国も地方も同じ基準）。 

・一般的に経営事項審査の総合評定値を利用。 

 

②発注者別評価点数 

資格審査の要件は公共工事発注機関（各府省、各地

方公共団体）毎に定めている。 

 

 

○実績 

①のみ：30.8％(553 団体)、①＋②：41.7％(749 団体) 

（H22.9.1 現在、入札契約適正化法に基づく実施状況調査結果）

 

○公共工事の発注における企業評価は、地域の実情も踏ま

えて、発注者ごとに審査する要素も含めて行うことが望ま

しい姿である。しかし、特に市区町村を中心とする小規模

団体においては発注者としての体制が不十分といった課題

等から発注者別評価点の導入が進んでいないのが実情。 

（H19.9 中央建設業審議会の指摘） 

 

○国土交通省において、地方公共団体向けに「発注者別評

価点の活用による資格審査マニュアル」を作成（H20.6） 

 マニュアルでは、「社会性を評価する項目としては、企業

連携、新分野進出等の建設産業政策に関係のある項目を中

心とすべきであるが、付随的なものであれば、雇用等公共

の福祉に資する政策目的を実現するための評価項目を設定

することは可能。発注者別評価点の導入目的を踏まえ、こ

れらの項目については過度な配点を行わないよう留意する

必要がある。」とされている。 

  

（発注者別評価点の区分） 

・工事内容に関係のある項目（工事成績、表彰歴等技術力、

安全対策等）、 

・社会性を評価する項目(地域貢献、不正行為、建設産業政策

等) 

＊男女共同参画等の項目は社会性を評価する項目の中で整理 

 

【男女共同参画等の評価項目の設定状況】（H20.4、内閣府調べ）

○38 団体が設定。 

○次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主計画(＊)

の策定・届出状況を評価項目としている自治体 

：17 団体／38 団体 

＊企業が従業員の仕事と両立を図るための雇用環境や子育てをして

いない従業員も含めた多様な労働条件の整備などの取組を行うた

め実施する計画 

○実績 

①のみ：12 機関(63.2％)、 

①＋②：４機関(21.1％) 

（内閣府、農水省、国交省、防衛省） 

（H22.9.1 現在、入札契約適正化法に基づく実施状況調査結果） 

 ※②は、工事内容に関係のある項目（過去数年間の

工事成績、専門技術者）を設定 

 

○地方公共団体では、地元企業を適正に評価する方法

として、発注者別評価点に地域貢献度等を社会性を評

価する項目として加え評価している。 

国の場合は、国全体の競争参加資格であり、地元企

業を評価する項目を設定するのはなじまないため、施

工実績に関係のある項目で評価している。 

 

○「今後、品質確保の観点から合理的に説明できる場

合には、防災活動、品質管理・環境マネジメントシス

テム、技術者継続教育、障害者雇用の取組等の「建設

業者の社会的責任に係る評価項目」についても審査項

目とすることが考えられる。（国交省直轄工事におけ

る品質確保促進ガイドライン(H17.9)）」とされてい

る。 

 

→国の契約において、現行会計法の下で適正な契約の

履行の確保に直接寄与しない社会性を評価する資格

要件を設定することは困難（財務省見解）。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○内閣府から地方公共団体に対し、発注者別評価

点のうち社会性を評価する項目を設定する際は、

「2020 年 30％」の目標達成に向け、男女共同参画

等の推進を図るための項目を設定するよう依頼す

る。 

○内閣府において、地方公共団体における取組状

況や事例を調査し、その成果を広く情報発信して

いく必要がある。 

○内閣府で地方公共団体における取組状況や事例

を調査した上で、今後、国においてどのような取

組が可能かについて検討を行う。 

 

（留意点） 

依頼する際は、男女共同参画等に関する項目に

ついても例示する必要がある。 

（例） 

・次世代育成支援対策推進法に基づく取組 

（次世代法第 13 条の認定を受けている場合（くるみんマークの

取得）、一般事業主行動計画を策定し、都道府県労働局に届け出

ている場合） 

・女性雇用率（雇用者全体の比率（非正規従業員は除く）、管理

職比率、役員比率） 

・男女共同参画に関する方針の明文化・従業員への周知の有無

・ノー残業デーの設定など労働時間縮減に向けた取組の有無 

・法定以上の育児休業、介護休業制度等の就業規則での規定 

・国・地方公共団体等における男女共同参画関連表彰の受賞 

・地方公共団体との男女共同参画に関する協定の締結、地方公

共団体による認証 

・女性の登用促進の専門部署等の有無 

・ポジティブ・アクションに関する計画の内閣府への登録（ゴ

ール・アンド・タイムテーブル方式等による計画目標の設定）

【今後内閣府で登録制度を創設、内閣府ＨＰで公開予定】 

・「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律」に基づき育児休業制度及び介護休業制度を実施

し、同法第 24 条(小学校就学の始期に達するまでの子を養育す

る労働者等に関する措置)若しくは第 27条（再雇用特別措置等）

に規定する措置又はこれに準ずる措置を講じている場合 等 

 

【関係条文】 
○国：予算決算及び会計令 
（各省各庁の長が定める一般競争参加者の資格） 
第 72 条 各省各庁の長又はその委任を受けた職員
は、必要があるときは、工事、製造、物件の買入れ
その他についての契約の種類ごとに、その金額に応
じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資
本の額その他の経営の規模及び経営の状況に関す
る事項について一般競争に参加する者に必要な資
格を定めることができる。 
 
（競争参加者の資格等を定めようとする場合の財
務大臣への協議）  
第 102 条の 3  各省各庁の長は、第 72条第 1 項の
一般競争に参加する者に必要な資格、第 85 条の基
準若しくは第 95 条第 1 項の指名競争に参加する者
に必要な資格を定めようとするとき、又は同条第 4
項の規定による定めをしようとするときは、あらか
じめ、財務大臣に協議しなければならない。この場
合において、その定めようとする事項が競争に参加
する者に必要な資格であるときは、当該協議は、そ
の資格の基本となるべき事項についてあれば足り
る。 
 
○地方公共団体：地方自治法施行令 
第 167 条の 5 第 1 項 普通地方公共団体の長は、
前条に定めるもののほか、必要があるときは、一般
競争入札に参加する者に必要な資格として、あらか
じめ、契約の種類及び金額に応じ、工事、製造又は
販売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営
の規模及び状況を要件とする資格を定めることが
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（２）総合評価落札方式の評価項目による加点の検討   

○「公共工事の品質確保の促進に関する法律」（品確法）により、「公共工事の品質は経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保されなけれ

ばならない」とされており、総合評価落札方式の採用を原則としている。（平成 17 年４月１日施行） 

○総合評価落札方式では、「価格」のほかに「価格以外の要素（技術力）」を評価の対象に加えて、品質や施工方法等を総合的に評価し、技術と価格の両面からみて最も優れた案を提示した者を落札者とすることができる。 

○総合評価落札方式の適用により、公共工事の施工に必要な技術的能力を有する者が施工することとなり、工事品質の確保や向上が図られ、工事目的物の性能の向上、長寿命化・維持修繕費の縮減・施工不良の未然防止等に

よる総合的なコストの縮減、交通渋滞対策・環境対策、事業効果の早期発現等が効率的かつ適切に図られることにより、国民に利益がもたらされる。 

共 通 地方公共団体の状況 国の状況 今後の検討方向（案） 

(1) 評価項目の基本的な考え方 

・評価項目の設定に当たっては、価格が上位であっ 

ても入札時に提示される性能等に基づく工事の実施 

により、その影響を受ける周辺住民や整備されるイ 

ンフラの利用者等にとって価格以外の要素（工期、 

機能、安全性など）でメリットのある技術的な項目 

を選定することとされている。 

（公共工事における総合評価落札方式の手引き・事

例集：国土交通省(H15.7)） 

 

・価格以外の評価項目は、公共工事の品質向上・確

保に対する重要性や評価項目に係るデータの入手の

容易さ等に基づき、適切に設定することを基本とす

る。 

○企業の技術力：発注者が示す仕様に基づき、適切

かつ確実に工事を遂行する能力を評価するもの 

○企業の信頼性・社会性：工事を円滑に実施する能

力を評価するもの 

○企業の高度な技術力：発注者が示す標準的な仕様

に対して企業自らの技術提案により改善し、工事の

品質向上を図る能力を評価するもの 

（「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式 

の運用ガイドライン」(案)（H23.3）） 

 

(2) 標準型・簡易型の技術評価の評価項目 

・技術提案（標準型） 

・簡易な施工計画（簡易型） 

・施工能力等（標準型、簡易型共通） 

・地域精通度・貢献度（標準型、簡易型共通） 

 災害活動の実態（活動実績及び災害協定締結に

関する評価）を必須とし、必要に応じて近隣地域

○地方公共団体については、従前は「総合評価落札方 
式」を認める規定がなかったことから、同方式を地方 
公共団体が発注する公共工事にも導入するため、平成 
11 年２月に地方自治法施行令が改正され、所要の規定

が整備された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○地方公共団体で総合評価落札方式の評価項目の選定

や評価方法等を定める場合、公正性・客観性を担保す

るため、地方自治法施行令に基づき、学識経験を有す

る者２名以上の意見を聴いて定めることとなってい

る。 

したがって、評価項目が妥当と判断されれば、国の

包括協議及び標準ガイドラインで定められていない項

目を評価項目とすることは可能。 

 

【男女共同参画等の評価項目の設定状況】 

○６団体が設定。（H20.4、内閣府調べ） 
 

【参考：総合評価落札方式導入状況】 

・都道府県、指定都市：全ての団体で導入済（66 団体）

・市町村：61.7％（1,068 団体） 

（H22.9.1 現在、入札契約適正化法に基づく実施状況調査結果） 

 

 

○国の機関については、総合評価落札方式を実施する場合 

は財務大臣と行った協議の範囲内で行わなければならな 

い。 

○平成 12 年３月に公共工事関係大臣と旧大蔵大臣との間 

で、適用工事の範囲や落札方式、評価方式等を定めた包括 

協議が整っている。 

包括協議で限定列挙されている事項に該当しない事項 

を評価項目として設定する場合は、別途協議が必要とな

る。 

  

【包括協議における限定列挙事項】 

①工事に関連して生ずる補償費等の支出額及び収入の減

額相当額並びに維持更新費を含めたライフサイクルコ

ストを加えた総合的なコスト 
②工事目的物の初期性能の持続性、強度、安定性などの性

能・機能 
③環境の維持、交通の確保、特別な安全対策、省資源対策

又はリサイクル対策 
 
※「工事に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガイ 

ドライン」（平成 12 年９月）では、対象事項の内容を例示 

して示している。 

○品確法では、公共工事の品質を確保するため、経

済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮 

し、価格と品質が総合的に優れた内容の契約を行う

こととされている。 

○評価項目の基本的な考え方として、価格以外の要

素（工期、機能、安全性など）でインフラの利用者

等にとってメリットのある技術的な項目を選定する

こととされている。 

また、公共工事の評価項目の一つである「地域精

通度・貢献度」の評価項目を設定する際は、工事の

品質に関係のある項目について適宜設定する。 

→男女共同参画等の評価項目に関しては、品質確保

の観点から合理的に説明できるかについて慎重な判

断が必要。 

 

 

【関係条文】 
○地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2   
普通地方公共団体の長は、一般競争入札により当該

普通地方公共団体の支出の原因となる契約を締結し
ようとする場合において、当該契約がその性質又は目
的から地方自治法第 234条第 3項本文又は前条の規定
により難いものであるときは、これらの規定にかかわ
らず、予定価格の制限の範囲内の価格をもつて申込み
をした者のうち、価格その他の条件が当該普通地方公
共団体にとつて最も有利なものをもつて申込みをし
た者を落札者とすることができる。 
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での施工実績等の工事の品質に関係のある項目に

ついて適宜設定する。 

 なお、当該工事と直接関係はなくとも、社会資

本整備・管理に関係のある評価項目の設定も可能

とするが、当該設定項目に該当する評価は、工事

の品質と直接関係のある項目の方を優位に評価す

ることとする。 

（簡易型の例：地域精通度・貢献度、地理的条件、

ボランティア活動による地域貢献の実績） 

※工事場所の現地の環境条件を熟知している社員が日常生活にお

いて地域のためにボランティア活動を行っている、災害時の迅

速な対応に努めている等、地域に精通し地域社会に貢献してい

る企業が工事を施工することは工事が円滑に進むとともに、万

一、自然災害が発生した場合にも地域の特徴を熟知して避難活

動等で貢献できる等、地域住民が安心感を持つという利益を生

み出すことも期待できる。 

（「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式 

の運用ガイドライン(案)」（H23.3）） 

 

(参考) 総合評価落札方式の類型 

○高度技術提案型 

  特定の技術的課題等に対し企業から提案される

構造上の工夫や特殊な施工方法等を評価すること

により、公共工事の品質向上を期待する方式 
○標準型 

  施工上の特定の技術的課題等に関して、企業か

ら提案される施工上の工夫等を評価することによ

り、工事の品質向上を期待する方法 
○簡易型 

  簡易な施工計画や企業の施工実績、工事の施工

に直接係る配置予定技術者の能力を評価すること

により、企業が発注者の示す仕様に基づき適切で

確実な施工を行う能力を有しているかを確認する

とともに、その地域で工事を円滑に有する能力を

有しているかを評価することにより、当該工事を

確実に施工できる企業を選定することを目的とす

る方式 
（「国土交通省直轄工事における総合評価落札方式 

の運用ガイドライン(案)」（H23.3）） 

 

 

【参考：公共工事における総合評価落札方式適用までの経緯】 

 

○ 公共工事についても、他の公共調達と同様に、国に関しては会計法で、また地方公共団体においては地

方自治法で、それぞれ価格競争に基づき、最低価格で応札した者を落札者とするのが原則。 

しかし、特例として、会計法及び地方自治法ともに、価格に加え、技術・性能等価格以外の条件も含め

て入札させ、価格以外の条件と価格を総合して評価し、落札者を決定する「総合評価落札方式」を認めて

いる。 

 ○ ただし、国の場合、会計法でこの方式を適用するには個別の工事毎に事前に財務大臣と協議をする必要

があったこと等の制約から、公共工事ではほとんど活用されなかった。 

○ このような中、中央建設業審議会（平成 10 年２月４日）において、工期、安全性等を重視すべき工事

については、価格と価格以外の要素を総合的に評価する方式を導入すべきとの指摘を受け、平成 11 年度

に国土交通省の直轄工事で試行実施されたのが最初である。 

○ これらの実績を踏まえ、今後の総合評価落札方式の適用拡大を図るため、平成 12 年３月に公共工事関

係大臣と旧大蔵大臣との間で、適用工事の範囲や落札方式、評価方式等を定めた包括協議が整った。その

結果、この包括協議で示されている範囲で実施する限り、個別工事毎の財務大臣との協議なく本方式を実

施することが可能となった。 

○ また、平成 12 年９月には、運用上の具体的な手続きを定めた「工事に関する入札に係る総合評価落札

方式の標準ガイドライン」（公共工事発注省庁申合せ）が定められ、同方式の活用に向けての環境整備が

行われた。 
 なお、包括協議では対象事項を限定列挙しており、標準ガイドラインでは対象事項の内容を例示して示

している。ここに示していない事項についての総合評価の実施は包括協議の枠外であり、あらためて財務

大臣との協議が必要となる。 
 ○ その後、公共工事の減少に伴い価格競争が激化し、公共工事に係るダンピング受注が横行する中で、品

質を抜きにした安ければよいという風潮が高まり、公共工事の品質を巡る状況が深刻さを増してきたこと

から、平成 17 年３月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が議員立法で成立し、公共工事の品

質は価格と品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより確保されなければならないことや公

共工事については「総合評価落札方式」の採用を原則とすることを明定した。（平成 17 年４月１日施行） 
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３ 公共工事以外（物品の購入等） 

（１） 競争参加資格設定における加点の検討 

共 通 地方公共団体の状況 国の状況 今後の検討方向（案） 

 ○法令上は公共工事と同様、「普通地方公共団体の長」が競争

参加資格を定めることとされている。 

 

【男女共同参画等の評価項目の設定状況】（H20.4、内閣府調べ）

○11 団体が設定。 

○次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主計画の策

定・届出状況を加点要件としている自治体 

：７団体／11 団体 

 

○法令上は公共工事と同様、「各省各庁の長又はそ

の委任を受けた職員」が競争参加資格を定めるとさ

れているが、平成 13 年度から物品の購入等に係る

資格設定は全省庁統一資格（※）となっており、いず

れかの省庁に申請書を提出すれば全省庁において

有効な統一資格となる。 

 

（※）資格審査事務の統一的実施に係る具体的運用

についての申合せ（H11.12.3、全府省申合せ） 

 (1) 対象：物品の製造、物品の販売、役務の提供、

物品の買受け 

 (2) 審査項目： 

  ①物品の製造 

   ・年間平均生産高（直前２カ年間の年間平均 

実績額） 

   ・自己資本額（直前年度） 

   ・流動比率（直前年度） 

   ・営業年数 

   ・生産設備の額（直前年度の有形固定資産） 
  ②物品の製造以外 
   ・年間平均生産高（直前２カ年間の年間平均 

実績額） 
   ・自己資本額（直前年度） 
   ・流動比率（直前年度） 
   ・営業年数 
 
○国の契約において、現行会計法の下で適正な契約 
の履行の確保に直接寄与しない社会性を評価する 
資格要件を設定することは困難（財務省見解）。 
 

○内閣府から地方公共団体に対し、審査項目を設

定する際は、「2020 年 30％」の目標達成に向け、

男女共同参画等の推進を図るための項目を設定す

るよう依頼する。 

（留意点） 

依頼する際は、男女共同参画等に関する項目に

ついても例示する必要がある。 

 

○内閣府において、地方公共団体における取組状

況や事例を調査し、その成果を広く情報発信して

いく必要がある。 

 

○国においては、審査項目が全省庁統一で、年間

平均（生産・販売）高ほか４項目に限定しており、

社会性を評価する項目が設定されていない状況。 

 既に総合評価落札方式導入に係る財務大臣との

協議が整っている「調査事業、広報事業、研究開

発事業」における総合評価落札方式の評価項目の

中で取組を強化（資料７ページ）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国：予算決算及び会計令 
（各省各庁の長が定める一般競争参加者の資格） 
第 72 条 各省各庁の長又はその委任を受けた職員
は、必要があるときは、工事、製造、物件の買入れ
その他についての契約の種類ごとに、その金額に応
じ、工事、製造又は販売等の実績、従業員の数、資
本の額その他の経営の規模及び経営の状況に関する
事項について一般競争に参加する者に必要な資格を
定めることができる。 
 
（競争参加者の資格等を定めようとする場合の財務
大臣への協議）  
第 102 条の 3  各省各庁の長は、第 72 条第 1 項の
一般競争に参加する者に必要な資格、第 85 条の基準
若しくは第95条第1項の指名競争に参加する者に必
要な資格を定めようとするとき、又は同条第 4 項の
規定による定めをしようとするときは、あらかじめ、
財務大臣に協議しなければならない。この場合にお
いて、その定めようとする事項が競争に参加する者
に必要な資格であるときは、当該協議は、その資格
の基本となるべき事項についてあれば足りる。 
 
○地方公共団体：地方自治法施行令 
第 167 条の 5 第 1 項 普通地方公共団体の長は、前
条に定めるもののほか、必要があるときは、一般競
争入札に参加する者に必要な資格として、あらかじ
め、契約の種類及び金額に応じ、工事、製造又は販
売等の実績、従業員の数、資本の額その他の経営の
規模及び状況を要件とする資格を定めることができ
る
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（２）総合評価落札方式の評価項目における検討【国の場合：調査事業、広報事業、研究開発事業】    

 ○ これらの事業については、専門的な技術やノウハウ等の技術的要素を評価することが重要であるため、価格のみによる競争にはなじまないものとして、企画競争型の随意契約による調達を主としてきた。しかし、随意

契約に関する問題が大きく取り上げられ、公共調達の透明性・公正性をより一層高めるため、政府全体で随意契約の見直しを行ったところ。 

 ○ これらの事業については、平成 18 年に経済産業省が財務省と協議を実施し、「調査事業、広報事業、研究開発事業の中でも、特に、予定価格の範囲内で最大限の事業成果を得るために、事業者の提案する技術力、創意

工夫等が必要不可欠であり、また、それらの提案内容によって、事業の成果に相当程度差が生じると認められる事業」、すなわち調査事業、広報事業、研究開発事業の技術的要素等の評価を行うことが重要であるものに

ついては、総合評価落札方式が適用されており、各府省においてもその協議内容に沿って同方式を適用することが可能となっている。 

 ○ 評価項目については、各府省で策定している「調査、広報及び研究開発に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガイドライン」で決めており、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスに関連する事業を行う場合 

においては、「知見、専門性等の有無」又は「調査内容に関する専門的知識、ノウハウ」の評価項目の中で設定可能となっている。 

 

 （参考：「調査、広報及び研究開発に関する入札に係る総合評価落札方式の標準ガイドライン」における評価項目） 

  １ 事業内容及び実施方法に関する事項 

    ・事業実施の基本方針の適格性 ・事業実施方針の整合性、現実性、独創性 ・作業計画・年間計画の妥当性 ・事業の目的、趣旨との整合性 ・事業内容の妥当性、独創性 ・実施方法の妥当性、独創性 

    ・研究開発の目標設定の妥当性 ・技術の実現性 

  ２ 事業の効果に関する事項 

    ・波及効果の有無  ・事後評価手法の具体性  ・事業遂行の効率性 ・技術的、社会的な波及効果 

  ３ 事業実施主体の適格性に関する事項 

    ・類似調査業務の経験 ・組織としての調査実施能力 ・調査業務に当たっての管理・バックアップ体制 ・実施体制の適格性 ・研究設備 ・共同研究、再委託等の体制 ・研究遂行のための経営基盤 

・知見、専門性等の有無  ・調査内容に関する専門的知識、ノウハウ（←男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの項目）  ・実績の有無 ・業務歴、資格、学歴等 ・経理処理能力の適格性 

 

○ 実績（男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの推進に向けた取組を積極的に評価する項目を設けた事業(22 年度)） 

１０事業：内閣府（５）、厚生労働省（４）、文科省（１） 

 

○ 内閣府におけるこれまでの取組 

各府省に対して、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスに関連する事業の実施に当たり、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの推進に取り組む企業を積極的に評価する仕組みの検討を依頼 

（H22.2.18 第 33 回男女共同参画会議において内閣府特命担当大臣より依頼） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 今後の検討方向（案） 

【国】 

・内閣府から各府省に対して、男女共同参画等に関連する調査事業、広報事業、研究開発事業を実施する際は、男女共同参画等に関する評価項目の設定を行うよう依頼する。 

・内閣府で男女共同参画等に関する評価項目が設定可能と思われる事業を調査し、当該事業の実施府省に対し、個別に検討依頼を行う。 

・内閣府で毎年、各府省における取組状況を調査し、フォローアップを図る。 

  【地方公共団体】 

    地方公共団体においても、調査事業、広報事業、研究開発事業等において総合評価落札方式を適用する場合で男女共同参画等に関連する事業を実施する際は、男女共同参画等に関する評価項目の設定を行うよう

依頼する。 
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４ 公共契約における特別措置の検討 

(1) 現在、措置されている法律（継続審査中のものも含む） 

中小企業 環境(1) 

○中小企業基本法（昭和 38 年 7 月 20 日公布、施行・閣法） 
 中小企業の振興・支援について、基本的な理念や方針を定めており、この中で、官公需施策は「中小企業の 
経営基盤強化策」の一つとして位置づけられ、受注機会の増大を図るよう定めている。 
 
（国等からの受注機会の増大） 
第 21 条 国は中小企業が供給する物品、役務等に対する需要の増進に資するため、国等の物品、役務等の調達

に関し、中小企業者の受注の機会の増大その他の必要な施策を講じるものとする。 
 

○官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（昭和 41 年 6 月 30 日公布、施行・閣法） 
（受注機会の増大の努力） 
第３条 国等は、国等を当事者の一方とする契約で国等以外の者のする工事の完成若しくは作業その他の役務 

の給付又は物件の納入に対し国等が対価の支払をすべきもの（以下「国等の契約」）を締結するに当たっては、

予算の適正な使用に留意しつつ、中小企業者の受注の機会の増大を図るように努めなければならない。この 
場合においては、組合を国等の契約の相手方として活用するように配慮しなければならない。 

（中小企業者に関する国等の契約の方針の作成等） 
第４条 国は、毎年度、国等の契約に関し、国等の当該年度の予算及び事務又は事業の予定等を勘案して、中 

小企業者の受注の機会の増大を図るための方針を作成するものとする。 
２ 経済産業大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国においては財政法（昭和 22 年法律第 34 号）第 20 条第 2
項に規定する各省各庁の長、公庫等については当該公庫等を所管する大臣をいう。以下同じ。）と協議して前

項の方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 
３ 経済産業大臣は、前項の規定による閣議の決定があつたときは、遅滞なく、第一項の方針の要旨を公表し 

なければならない。 

（各省各庁の長等に対する要請）  

第６条  経済産業大臣及び中小企業者の行う事業を所管する大臣は、当該事業を行う者を相手方とする国等の

契約に関し、各省各庁の長等に対し、中小企業者の受注の機会の増大を図るため特に必要があると認められ

る措置をとるべきことを要請することができる。 

 

○平成 23 年度中小企業者に関する国等の契約の方針（平成 23 年 6 月 28 日閣議決定） 

 経済産業省（中小企業庁）では、毎年度、中小企業者向けの契約目標額や受注機会増大のための方策などを 
「国等の契約の方針」として取りまとめ、これを閣議決定し、公表している。 
(1) 中小企業者の受注機会の増大のための主な措置 

 ・東日本大震災の被災地域等の中小企業者に対する配慮 ・調達・契約方法の多様化における配慮 

 ・ダンピング対策の充実 ・特殊会社に対する要請の拡大 

(2) 中小企業者向け契約目標：平成 23 年度における国等の中小企業者向け契約目標金額：約３兆 7,915 億円

             （官公需総予算額に占める割合：56.2％） 

○国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年 5 月 31 日公布、平成 13 年 1 月 6 日施行 
・議員立法(衆法)）［グリーン購入法］ 

国等による環境物品等の調達の推進、情報の提供その他の環境物品等への需要の転換を促進するために必要

な事項を定め、環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図るよう定めている。 
（国及び独立行政法人等の責務） 

第３条 国及び独立行政法人等は、物品及び役務（以下「物品等」という。）の調達に当たっては、環境物品

等への需要の転換を促進するため、予算の適正な使用に留意しつつ、環境物品等を選択するよう努めなけれ

ばならない。 

２ （略） 

（環境物品等の調達の基本方針） 

第６条 国は、国及び独立行政法人等における環境物品等の調達を総合的かつ計画的に推進するため、環境物

品等の調達の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 国及び独立行政法人等による環境物品等の調達の推進に関する基本的方向 

二 国及び独立行政法人等が重点的に調達を推進すべき環境物品等の種類（以下「特定調達品目」という。）

及びその判断の基準並びに当該基準を満たす物品等（以下「特定調達物品等」という。）の調達の推進に

関する基本的事項 

三 その他環境物品等の調達の推進に関する重要事項 

３ 環境大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国にあっては各省各庁の長、独立行政法人等にあってはその主

務大臣をいう。以下同じ。）と協議して基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 前項の規定による各省各庁の長等との協議に当たっては、特定調達品目の判断の基準については、当該特

定調達品目に該当する物品等の製造等に関する技術及び需給の動向等を勘案する必要があることにかんが

み、環境大臣が当該物品等の製造、輸入、販売等の事業を所管する大臣と共同して作成する案に基づいて、

これを行うものとする。 

５～６ （略） 

（環境物品等の調達方針） 

第７条 各省各庁の長及び独立行政法人等の長（当該独立行政法人等が特殊法人である場合にあっては、その

代表者。以下同じ。）は、毎年度、基本方針に即して、物品等の調達に関し、当該年度の予算及び事務又は

事業の予定等を勘案して、環境物品等の調達の推進を図るための方針を作成しなければならない。 

２ 前項の方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 特定調達物品等の当該年度における調達の目標 

二 特定調達物品等以外の当該年度に調達を推進する環境物品等及びその調達の目標 

三 その他環境物品等の調達の推進に関する事項 

３～４ （略） 

（環境大臣の要請） 

第９条 環境大臣は、各省各庁の長等に対し、環境物品等の調達の推進を図るため特に必要があると認められ

る措置をとるべきことを要請することができる。 

 

○環境物品等の調達の推進に関する基本方針（平成 23 年 2 月 4日変更閣議決定） 
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環境(2) 障害者 

○国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律 

（平成 19 年 5 月 23 日公布、11 月 22 日施行・議員立法(参法)）［環境配慮契約法］ 
国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関し、国等の責務を明らかにするととも

に、基本方針の策定、省エネルギー改修事業に係る国の債務負担の特例その他必要な事項を定めることにより、

国等が排出する温室効果ガス等の削減を図るよう定めている。 
 

（国及び独立行政法人等の責務） 

第３条 国及び独立行政法人等は、その温室効果ガス等の排出の削減を図るため、エネルギーの合理的かつ適

切な使用等に努めるとともに、経済性に留意しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して、国及び当該独立行

政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に努めなければならない。 

（基本方針） 

第５条 国は、国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基

本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本的方向 

二 温室効果ガス等の排出の削減に重点的に配慮すべき次に掲げる契約における温室効果ガス等の排出の

削減に関する基本的事項 

イ 電気の供給を受ける契約 

ロ 使用に伴い温室効果ガス等を排出する物品の購入に係る契約 

三 省エネルギー改修事業（事業者が、省エネルギーを目的として、庁舎の供用に伴う電気、燃料等に係る

費用について当該庁舎の構造、設備等の改修に係る設計、施工、維持保全等（以下この号において「設計

等」という。）に要する費用の額以上の額の削減を保証して、当該設計等を包括的に行う事業をいう。第

７条において同じ。）に係る契約に関する基本的事項 

四 建築物に関する契約その他国及び独立行政法人等の契約であって、前二号に掲げる契約以外のものにお

ける温室効果ガス等の排出の削減に関する基本的事項 

五 その他温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する重要事項 

３ 基本方針を定めるに当たっては、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第20条の

２第１項に規定する政府実行計画の実施の効果的な推進に資するようにするとともに、エネルギーの安定的

な供給に配慮するものとする。 

４ 環境大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国にあっては各省各庁の長、独立行政法人等にあってはその主

務大臣をいう。以下同じ。）と協議して基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

５～７ （略） 

（基本方針に基づく温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進） 

第６条 各省各庁の長及び独立行政法人等の長（当該独立行政法人等が特殊法人である場合にあっては、その

代表者。以下同じ。）は、基本方針に定めるところに従い、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の

推進を図るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（環境大臣の要請） 

第９条 環境大臣は、各省各庁の長等に対し、温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進を図るため

 特に必要があると認められる措置をとるべきことを要請することができる。 

 

○国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方針 

（平成 22 年 2 月 5日変更閣議決定） 

○国等による障害者就労施設からの物品等の調達の推進等に関する法律案 

（第 173 回国会において法案提出（H21.11.26）・議員立法(衆法)、継続審査） 
 障害者就労施設の受注の機会を確保するために必要な事項を定めることにより、障害者就労施設が供給する

需要の増進を図り、障害者就労施設で就労する障害者の自立の促進に資する。 

 

（国及び独立行政法人等の責務）  

第３条 国及び独立行政法人等は、物品及び役務（以下「物品等」という。）の調達に当たっては、障害者就労

施設の受注の機会の増大を図るため、予算の適正な使用に留意しつつ、優先的に障害者就労施設から物品等

を調達するよう努めなければならない。 
（障害者就労施設からの物品等の調達の推進に関する基本方針）  

第５条 国は、国及び独立行政法人等における障害者就労施設からの物品等の調達を総合的かつ計画的に推進

するため、障害者就労施設からの物品等の調達の推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定

めなければならない。  

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 国及び独立行政法人等による障害者就労施設からの物品等の調達の推進に関する基本的方向  

二 優先的に障害者就労施設から調達すべき物品等の種類その他の障害者就労施設からの物品等の調達の

推進に関する基本的事項  

三 障害者就労施設に対する国及び独立行政法人等による物品等の調達に関する情報の提供に関する基本

的事項 

四 その他障害者就労施設からの物品等の調達の推進に関する重要事項 

３ 厚生労働大臣は、あらかじめ各省各庁の長等（国にあっては各省各庁の長、独立行政法人等にあってはそ

の主務大臣をいう。以下同じ。）と協議して基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

４～５ （略） 

（障害者就労施設が供給する物品等の調達方針）  

第６条 各省各庁の長及び独立行政法人等の長（当該独立行政法人等が特殊法人である場合にあっては、その

代表者。以下同じ。）は、毎年度、基本方針に即して、物品等の調達に関し、当該年度の予算及び事務又は

事業の予定等を勘案して、障害者就労施設からの物品等の調達の推進を図るための方針を作成しなければな

らない。  

２ 前項の方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。  

一 当該年度における障害者就労施設からの物品等の調達の目標  

二 その他障害者就労施設からの物品等の調達の推進に関する事項 

３～４ （略） 

（厚生労働大臣及び内閣総理大臣の要請）  

第８条 厚生労働大臣は、各省各庁の長等に対し、障害者就労施設からの物品等の調達の推進を図るため特に

必要があると認められる措置をとるべきことを要請することができる。 

２ 内閣総理大臣は、厚生労働大臣の申出により、各省各庁の長等に対し、障害者就労施設からの物品等の調

達の推進を図るため特に必要があると認められる措置をとるべきことを要請することができる。 
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(2) 特別措置における考察 

○現在、法制化（継続審査中のものも含む）されている対象は、①優先的に受注の機会を確保する対象としては明確に定義できる「中小企業者」、「障害者就労施設」、②優先的に選択する対象として客観的に数値基準も 

含めて定義できる「環境物品」、「温室効果ガス」である。 

○仮に、男女共同参画の推進方策として検討する場合には、法律に「予算の適正な使用に配慮しつつ、男女共同参画に積極的に取り組む企業から、優先的に物品調達や役務提供を受けるよう努めなければならない。」と

規定するイメージ。 

一方、優先的に受注機会の確保を図る対象としての「男女共同参画に積極的に取り組む企業」はその概念に広い幅・レベルがあり、例えば、雇用者に占める女性割合が高い場合でもその業種による特性により、男女共

同参画に積極的に取り組んだ結果とはいえない場合もあることから、公共契約一般において適用するに当たって社会的なコンセンサスを得られるような定義の設定は困難であるが、引き続きコンセンサスに向けての議論

を喚起していくことが必要。なお、現在、特別措置されている法律は中小企業者の法律を除き、全て議員立法で措置されている。 

 

【参考：特別法における定義】 

○「中小企業者」の定義（中小企業基本法）  
第２条  この法律に基づいて講ずる国の施策の対象とする中小企業者は、おおむね次の各号に掲げるものとし、その範囲は、これらの施策が次条の基本理念の実現を図るため効率的に実施されるように施策ごとに定めるものとする。  
一  資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種（次号から第四号までに掲げる業種を除く。）に属する事業を主たる事業として営むもの 
二  資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人であって、卸売業に属する事業を主たる事業として営むもの  
三  資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 100 人以下の会社及び個人であって、サービス業に属する事業を主たる事業として営むもの  
四  資本金の額又は出資の総額が 5,000 万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が 50 人以下の会社及び個人であって、小売業に属する事業を主たる事業として営むもの 
○「環境物品等」の定義（国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律） 
第２条 この法律において「環境物品等」とは、次の各号のいずれかに該当する物品又は役務をいう。 
一 再生資源その他の環境への負荷（環境基本法（平成５年法律第 91 号）第２条第１項に規定する環境への負荷をいう。以下同じ。）の低減に資する原材料又は部品 
二 環境への負荷の低減に資する原材料又は部品を利用していること、使用に伴い排出される温室効果ガス等による環境への負荷が少ないこと、使用後にその全部又は一部の再使用又は再生利用がしやすいことにより廃棄物の発生を抑制することができ

ることその他の事由により、環境への負荷の低減に資する製品 
三 環境への負荷の低減に資する製品を用いて提供される等環境への負荷の低減に資する役務 
○「温室効果ガス」の定義（国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律） 

第２条 この法律において「温室効果ガス等」とは、温室効果ガスその他環境への負荷（環境基本法（平成５年法律第 91 号）第２条第１項に規定する環境への負荷をいう。以下同じ。）の原因となる物質をいう。とは、温室効果ガスその他環境への負荷

（環境基本法（平成５年法律第 91 号）第２条第１項に規定する環境への負荷をいう。以下同じ。）の原因となる物質をいう。 

○「障害者就労施設」の定義（国等による障害者就労施設からの物品等の調達の推進等に関する法律案） 
第２条 この法律において「障害者」とは、障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）第２条に規定する障害者をいう。 
２ この法律において「障害者就労施設」とは、次に掲げる施設をいう。 
 一 障害者自立支援法（平成 17 年法律第 123 号）第５条第 12 項に規定する障害者支援施設、同条第 21 項に規定する地域活動支援センター又は同条第１項に規定する障害福祉サービス事業（同条第６項に規定する生活介護、同条第 14 項に規定する

就労移行支援又は同条第 15 項に規定する就労継続支援を行う事業に限る。）を行う施設 
 二 障害者の地域における作業活動の場として障害者基本法第 15 条第３項の規定により必要な費用の助成を受けている施設 
 三 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第２条第３号に規定する重度身体障害者、同条第４号に規定する知的障害者又は同法第 72 条の２に規定する精神障害者であって同法第 43 条第１項に規定する労働者であるものを 

多数雇用する事業所として政令で定めるもの 
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【参考】現行法の下で随意契約が可能な契約として、男女共同参画に積極的に取り組む企業との契約を追加する方法 

→政令（予算決算及び会計令）の改正が必要となる。 

○会計法第 29 条の３第４項により、随意契約が認められる場合（①契約の性質又は目的が競争を許さない場合、②緊急の必要により競争に付することができない場合、③競争に付することが不利と認められる場合）に該

当するとの説明は困難。 

○上記のほか、予算決算及び会計令第 99 条により、随意契約が認められているケースでは、相手方が事業協同組合や商工組合のような保護育成の対象という観点で規定されており、この並びで規定することは困難。 

 

【参考：関係条文】 

○会計法第 29 条の 3  契約担当官及び支出負担行為担当官（以下「契約担当官等」という。）は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合においては、第３項及び第４項に規定する場合を除き、公告して申込みをさせることにより競争に付さなけれ

ばならない。  

２  前項の競争に加わろうとする者に必要な資格及び同項の公告の方法その他同項の競争について必要な事項は、政令でこれを定める。  

３  契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で第一項の競争に付する必要がない場合及び同項の競争に付することが不利と認められる場合においては、政令の定めるところにより、指名競争に付するものとする。  

４  契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することができない場合及び競争に付することが不利と認められる場合においては、政令の定めるところにより、随意契約によるものとする。  

５  契約に係る予定価格が少額である場合その他政令で定める場合においては、第１項及び第３項の規定にかかわらず、政令の定めるところにより、指名競争に付し又は随意契約によることができる。 

 

○予算決算及び会計令 

（随意契約によることができる場合） 

第 99 条  会計法第 29 条の 3第 5項の規定により随意契約によることができる場合は、次に掲げる場合とする。  

１  国の行為を秘密にする必要があるとき。  

２  予定価格が 250 万円を超えない工事又は製造をさせるとき。  

３  予定価格が 160 万円を超えない財産を買い入れるとき。  

４  予定賃借料の年額又は総額が 80 万円を超えない物件を借り入れるとき。  

５  予定価格が 50 万円を超えない財産を売り払うとき。  

６  予定賃貸料の年額又は総額が 30 万円を超えない物件を貸し付けるとき。  

７  工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の貸借以外の契約でその予定価格が 100 万円を超えないものをするとき。  

８  運送又は保管をさせるとき。  

９  沖縄振興開発金融公庫その他特別の法律により特別の設立行為をもつて設立された法人のうち財務大臣の指定するものとの間で契約をするとき。  

10  農場、工場、学校、試験所、刑務所その他これらに準ずるものの生産に係る物品を売り払うとき。  

11  国の需要する物品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な物品を売り払うとき。  

12  法律の規定により財産の譲与又は無償貸付けをすることができる者にその財産を売り払い又は有償で貸し付けるとき。  

13  非常災害による罹災者に国の生産に係る建築材料を売り払うとき。  

14  罹災者又はその救護を行なう者に災害の救助に必要な物件を売り払い又は貸し付けるとき。  

15  外国で契約をするとき。  

16  都道府県及び市町村その他の公法人、公益法人、農業協同組合、農業協同組合連合会又は慈善のため設立した救済施設から直接に物件を買い入れ又は借り入れるとき。  

17  開拓地域内における土木工事をその入植者の共同請負に付するとき。  

18  事業協同組合、事業協同小組合若しくは協同組合連合会又は商工組合若しくは商工組合連合会の保護育成のためこれらの者から直接に物件を買い入れるとき。  

19  学術又は技芸の保護奨励のため必要な物件を売り払い又は貸し付けるとき。  

20  産業又は開拓事業の保護奨励のため、必要な物件を売り払い若しくは貸し付け、又は生産者から直接にその生産に係る物品を買い入れるとき。  

21  公共用、公用又は公益事業の用に供するため必要な物件を直接に公共団体又は事業者に売り払い、貸し付け又は信託するとき。  

22  土地、建物又は林野若しくはその産物を特別の縁故がある者に売り払い又は貸し付けるとき。  

23  事業経営上の特別の必要に基づき、物品を買い入れ若しくは製造させ、造林をさせ又は土地若しくは建物を借り入れるとき。  

24  法律又は政令の規定により問屋業者に販売を委託し又は販売させるとき。  

25  国が国以外の者に委託した試験研究の成果に係る特許権及び実用新案権の一部を当該試験研究を受託した者に売り払うとき。 

 

第 99 条の２  契約担当官等は、競争に付しても入札者がないとき、又は再度の入札をしても落札者がないときは、随意契約によることができる。この場合においては、契約保証金及び履行期限を除くほか、最初競争に付するときに定めた予定価格その他

の条件を変更することができない。  

 

第 99 条の３  契約担当官等は、落札者が契約を結ばないときは、その落札金額の制限内で随意契約によることができる。この場合においては、履行期限を除くほか、最初競争に付するときに定めた条件を変更することができない。 
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○予算決算及び会計令 

（指名競争に付し又は随意契約によろうとする場合の財務大臣への協議）  

第 102 条の 4  各省各庁の長は、契約担当官等が指名競争に付し又は随意契約によろうとする場合においては、あらかじめ、財務大臣に協議しなければならない。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。  

１  契約の性質又は目的により競争に加わるべき者が少数で一般競争に付する必要がない場合において、指名競争に付そうとするとき。  

２  一般競争に付することを不利と認めて指名競争に付そうとする場合において、その不利と認める理由が次のイからハまでの一に該当するとき。 

イ 関係業者が通謀して一般競争の公正な執行を妨げることとなるおそれがあること。 

ロ 特殊の構造の建築物等の工事若しくは製造又は特殊の品質の物件等の買入れであつて検査が著しく困難であること。 

ハ 契約上の義務違反があるときは国の事業に著しく支障をきたすおそれがあること。 

３  契約の性質若しくは目的が競争を許さない場合又は緊急の必要により競争に付することができない場合において、随意契約によろうとするとき。  

４  競争に付することを不利と認めて随意契約によろうとする場合において、その不利と認める理由が次のイからニまでの一に該当するとき。 

イ 現に契約履行中の工事、製造又は物品の買入れに直接関連する契約を現に履行中の契約者以外の者に履行させることが不利であること。 

ロ 随意契約によるときは、時価に比べて著しく有利な価格をもつて契約をすることができる見込みがあること。 

ハ 買入れを必要とする物品が多量であつて、分割して買い入れなければ売惜しみその他の理由により価格を騰貴させるおそれがあること。 

ニ 急速に契約をしなければ、契約をする機会を失い、又は著しく不利な価格をもつて契約をしなければならないこととなるおそれがあること。 

５  第 94 条第１項各号に掲げる場合において、指名競争に付そうとするとき。  

６  第 94 条第２項の規定により、随意契約によることができる場合において、指名競争に付そうとするとき。  

７  第 99 条第１号から第 18 号まで、第 99 条の２又は第 99 条の３の規定により随意契約によろうとするとき。 

 

 

【参考：アメリカにおける取組】（アメリカ大統領府ウェブサイトより） 

○ 民主党のクリントン政権下、2000 年の「大統領令 13157 女性が所有する小規模事業の拡大令」により、政府調達契約において、女性が所有する企業の割合を５％に引き上げるという目標を示した。 

○ しかし、共和党のブッシュ政権下では 3.4％にとどまり、より実効的に進めるために、2010 年の民主党のオバマ政権下で「女性契約促進規則」が制定された。これは女性が経営する零細企業との契約金額が最も 

低い 83 業種に焦点を当てたもの。 

○ 2011 年２月に「女性優先調達プログラム」が実施された、連邦政府の契約のうち５％に相当する、3,000 億円を女性が経営する小規模ビジネスに発注するプログラム。女性が経営する企業とは、一人又はそれ 

以上の女性が経営権の少なくとも 51％を持っていることが条件。 

 


